
視点 ページ 問題点

1 担い手 1

・団体の業務量が増加し、負担感や責任感がある。
・団体加入者は減り、会員役員が高齢化・固定化し、活動が先細り
・地域のボランティア人材の不足

2 市民意識 1

・助け合い意識の希薄化・地域での一体感の欠如
・意識が高い市民と無関心な市民の二極化
・家庭事情を知られたくない市民の増

3 制度の枠 1

・制度の枠外のため対応できない者に対する救済制度の欠如
・行政・法令等の限界
・システムの不足

4 多様化するニーズ 1

・高齢者・障害者・子育て家庭における生活上の不都合（買い物、外出等）
・簡単なボランティアの必要性
・地域福祉コーディネーターの必要性

5 相談・交流の場 2

・孤立化の予防・孤独感の解消
・多様な市民が交流する地域での拠点不足

6 連携・活動のあり方 2

・団体の連携・活動の仕方
・民生委員児童委員の業務増

7 災害時要援護者 2

・災害時への不安（特に、昼間高齢者だけであるとき）
・障害者等対応の難しさ

8 行政への要望 2

・地域に出向いての相談しやすい雰囲気づくり

P3　　【参考意見】小田原市障害者サポートセンター

【　概要版　】　　ケアタウン構想に関する主な意見
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視点 主な意見

自治会・老人クラブ・民生委員・各種団体などの仕事の種類・量も近年増えてきて、ボランティアなどの活動の域を越えて負担感・責任感がある。

負担感・責任感があるようなボランティアなどについては手当などを考えても良いのではないか。
「ケアタウン」を運用していく上でキーとなる団体やボランティアには責任と権限を与え、その活動を有償にする。

どの団体も新規加入者が少なく、高齢等で退会者もいるので、会員や役員は高齢化・固定化し、次期役員のなり手も少なく、会の活動が先細りである。

市民に「ケアタウン構想」が説明され、その構想と思いが市民に伝わったとき市民の中から協力者が出てくる。「ケアタウン構想」を成功させるには、この自発的に協力してくれる人を多く確保することが必要である。

地域で福祉関係の活動を行う際、ボランティアスタッフを確保することが難しい。

障害者は障害であることを近隣の人に知られたくないとか、高齢者は家庭状況を知られたくないとかの理由で民生委員や社協の見守り訪問を迷惑そうに思う人もいる。

自治会に加入し、日頃から隣近所で挨拶し、対話のある地域社会作りが大切で、普段からそのような顔の見える近隣関係を作っておくと災害非常時にも自然と助け合うことができる。

地域でも学校でも各自ができる事をやるのが大切だと思うのですが、関わる人と関わらない人に分かれ、関わる人は忙しくなり、関わらない人は更に無関心となる２極化が進み、それらの間には対話や交流もない。

地域でのお祭りや行事も地域全体でという感じではなく、一部の役員で行われ、地域全体で参加して作り上げているという一体感がない。

お隣りご近所を巻き込んでの子育てには、子ども会が良い。子どもを持ったら、自治会や地域の行事に積極的に参加することで、子どもも親も楽しめて元気が出て良い思い出になり、優しい気持ちが育った大人になっ
ていく。高齢者は、それを見守りながらいきいきと優しい心になっていく。

介護認定の出ている高齢者は、いろいろな形で施設利用、在宅ケアなど援助されているが、認定の出ていない方でも不自由な思いをしている方もあり、それらの方々に手をさしのべたいと思う。

働きたいという意志はあるが、預けるところがないということで仕事ができないお母さんが多い。しかしその反面、閉園をする保育所があるなどという矛盾がある。また、祖父母と同居という理由で、現実的にはめんどう
みてもらえないのに入園が拒否された人もいる。

高齢者の中には、障害（身体・精神）の認定を受けている方も少なくはない。高齢者本人に大きな障害はないが、家族が障害（精神）を持っているために、生活に支障が出ているケースも最近は目立ってきている。

精神障害などは外見では分からず、早期発見、早期治療、又、何らかの手だてを打ってもらえるようなシステム作りが必要だと痛切に感じる。重度、中度、軽度の身体・精神障害者が親を亡くして、一人で生活していか
なくなった場合、安心して生活できる施設が必要だ。高齢者も含め、弱者を独りぼっちにしてはならない。

「ＤＶ」の認識・勉強不足からか、ＤＶ被害者に向けられる二次被害が多く感じられます。行政におけるＤＶ専門者のスキルアップはもちろんですが、ＤＶとは何かをしっかりと学んで欲しいと思います。将来のＤＶ加害者、
被害者をつくらないためにも、何らかの取り組みが必要と考えます。

30分、１時間単位で若いママ達の手助けするボランティアの会ができると一息つけるのでは。

地域には色々な人の色々な要望（ニーズ）がある一方、それに答え得る有能な人材もまた多数いるものと思われます。民生児童委員だけでは、その力はたかが知れていますが、関係諸団体等の力を集めれば大きな
成果を上げることができると思います。福祉面を含めた「地域コーディネーター」が核となり推進できないかと考えます。

高齢者にとって、近所の個人商店が減ったため、遠くの大きいスーパーまでの買い物は大変だ。交通手段は歩きしかなく、重い物（芋類、味噌、醤油等）は配達してくれる店がないので、持って帰るのが困難だ。

高齢者が生活する上でささいな困ったことが起きたときに、身近に動いてくれるボランティアがあったらと思います。例えば電球換えのように業者さんよりも安価でお願いできるもの。シルバー人材のボランティア版みた
いのが出来たらいいな・・・。

自分の趣味の特技を何でもボランティアとして登録し、それらを生かせる場を設定する。地域の活性化、生きがい、住民の交流等につながると思う。
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視点 主な意見

地域の居場所「コミュニティカフェ」をつくろう　　　スペースの確保を行政支援し、希望する市民活動団体が運営委員会を作り、協働して、空き時間を減らし、利用度を高め運営します。ルールのもと、誰でも利用でき、
ちょっとした困りごと相談の水先案内人の機能（県が進めている「地域福祉コーディネーター」の役割にも通じます。）も兼ねることで、地域住民のＳＯＳの声を早い段階で必要な支援につなぐことも可能になります。

地区各種団体の主催する行事は土・日が多く、地区住民が参加しやすいが、他の公的団体（市・社協その他）主催の講演会・大会等は、ウィークデーが多く、参加しにくい。

知的障害児者は、行動や言動で誤解されることが多いので、一般の市民の皆さんに理解していただくため、話せる場面、活動を見ていただける機会をつくっていけたら。

子供からお年寄りまで交流する事が少なくなっている。行事をしても参加する人はいつも同じメンバーなので、老人会と子供会など一緒に活動できないものか。

子育て中の親が「ほっ」とできる場が、身近な地域の中にあると、そこで集い、子育てのヒントが交換できる。

障害者相談支援を行っている中で、障害者の相談と共に介護者が要介護（要支援）状態になっていることもあり、地域包括支援センターと連携しながら進めるケースもあります。地域包括支援センターの対応は高齢者
だけでなく、障害者、子育て関係も対応できると良いのでは。

「向う三軒両隣」的な小さなネットワークづくりから始めて、人と人とのつながりの大切さを自然に感じる子育てサロン、高齢者サロン等への活動参加を進め、自分から自発的に地域とかかわりを持つ意識、楽しさを感じ
とってほしいと思います。その力が大きくなり「地域力」になると思っています。

担当地区は現在世帯数が500世帯数で年々増加している傾向であるが、現民生委員は1人で今のところは何とか対応しているが、独居、高齢者に対して、親身になって相談が受けられない状況もあったので、増員を願
いたい。

民生委員の仕事は一人暮らしの高齢者、病弱者への個別アプローチが中心と思う。敬老会の実施など多数の方々を対象とする行事は行政及び自治会の仕事と思う。自治会との役割分担を整理する時期にきている。

子どもと高齢者を共にケアの必要な人ととらえると、「子ども＋高齢者」は人数が一定だと考えられます。子ども用の施設（小学校）を高齢者に開放し、一緒に遊んでもらう仕組みを作ると、高齢者も元気が持続し、子ど
もも喜ぶと思います。

高齢者だけの世帯や若い世代と同居していても、昼間若い人が勤めで出かけた後、地域には一人暮らし高齢者や、老夫婦二人暮らしの家庭が増えており、災害時などを考えると不安である。

災害が起きたとき、障害者によっては、人ごみが苦手だったり、重度になるほど避難所で過ごすのは難しい。避難所に行けない場合の対応を考えて欲しい。

災害時要援護者が多く、災害時など一人の民生委員では対応しきれないので、自治会が中心になって、近隣の人に応援がたのめる体制が望まれる。

大地震など災害発生時、自治会長や地区民児協会長でもない単独の社協会長は単一自治会又は自治会連合と直結しておらず、緊急時での役割が不明確である。

地区自主防災規定や防災マニュアルは実情にそぐわないとともに、避難場所までの安全誘導に不安がある。

職員が建物の中で待っているのでなく、進んで地域の輪の中にとけ込み、色々な話の中で相談出来る雰囲気を作ること、行きやすいケアタウンを作る事が大切だと思います。

「人間が生を全うする」人間を人間として認める事を前提に構想をまとめて欲しいと思います。農業、漁業、家内工業の現場をご覧になり、そこでどう高齢者が生きていられるかを学ばれることを希望します。それがきっ
と構想に生かされると信じています。
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「３．ケアタウン構想や福祉に関することについて」　№287抜粋

　私は、業務としては身体障害を主とした相談支援事業を担当しています。また、個人では、障害のあるなしなど枠を超えてふれあい、困ったときは助け合えるような交流の場作り（地域の居場所作り）
を目指して、２年余り前から仲間を広げる活動を始めています。
　何らかのケアを必要とする人たちへの対応として、今ある法制度には限界があり、またいちばん身近な市の行政組織においては横断的な地域の課題を包括的に考えるといった点でつながりがなか
なか図りづらい現状があります。
　生活者にとっては身近なところに小さなＳＯＳから「ちょっと困っている」を発信でき、これを受け止める横断的な地域の仕組みが求められています。
　その立場から、今回示されている【ケアタウン構想】は、そのシナリオにある視点に共感いたします。
では、この小田原の地ではどんな方法が可能でしょうか。

【取組みに当たって】
○　専門的あるいは全市的な機関は必要ですが、そこへ課題を持ち上げる地域ごとの「何でも相談窓口」がほしい。鍵は高齢・児童･障害などに関わる民間事業関係者･地域担当の行政職と、地域
の関係者（自治会･民生･地区社協）がどう協働体制を組めるかでしょうか。
　永く地域での活動経験の流れをもつ地域の関係者には、その経験が逆に新たな構想に対して障壁とならないような働きかけも行政にお願いしたいところです。
　例えば、今自治会で始まっているまちづくりの検討のやり方は、自治会ごとに任されている部分があると聞いていますが、地域の課題洗い出しの段階はできる限り地域住民全体に周知し声を聞くとこ
ろから徹底されないと、これまでと変わらず関係役員さんの話し合いの中で収束してしまう恐れがあります。
　また、地域の課題に対しても『福祉のことは民生さんやボランティアさんに』といった意識の壁を自治会役員の皆さんには飛び越えていただきたいと思います。
　そして、地域住民の声を直接、それも地元自治会から聞く（自治会長を知らない住民はたくさんいます）ところから始めることで、このケアタウン構想を市民一人ひとりが認知し参加意識へつながって
いくことが大事です。
　福祉政策課からという旧来の枠に縛られず、市長直属のケアタウン実行委員会から自治会役員への、慣例を超えた熱意ある説得を期待します。
○　次に、地区（地域割りをどのように考えるかもありますが）ごとに自治会単位で課題が集まってきたところあたりから、少しずつ専門の民間事業者（ケアマネ・障害相談支援相談員･子育て支援セン
ター相談員･市社協職員など）が入りながら、課題整理を協働作業として取り組む（プレ検討会）という案を提案します。

【かなめは拠点】
○　実際に地区ごとに愛着をもてる拠点を目に見える形でつくることが大切です。
・　地区関係者の活動拠点として（地区社協や地域のボランティア団体の事務局機能）
・　相談窓口をただ作って相談員が待っていても活用されにくい。
　（場所と時間の活用効率を高め、利用者層の拡大を図るため）市民活動団体が複数で協働運営する地域の居場所をつくり、地域住民なら誰が来てもお茶ができ、レク的なメニューが自由に利用でき
る場とするなかに、いろいろな情報を提供したり、初期の相談もできるようさりげない機能を持たせる。(地域福祉コーディネーター中級研修修了者も活動できます）
・　場所は、既存の建物（小中学校の空き教室など）や空き店舗を活用したい。
　しかし、誰でも来やすいよう、ユニバーサルなフロアやトイレなどのつくり、駐車場の確保、ちょっとした個別相談ができる小さなスペースはほしいところです。（今、各地でこの地域の居場所づくりが市
民レベルで始まり数を増やしています。）
　ニーズは確かにあるので、これを行政と事業者と市民の協働で事業化できたら全国レベルでも、新しい「小田原方式」といえると思います。
◎　各地区担当者の間で地域課題として検討し、そのレベルで解決が難しいものは、市域レベルの会議にあげて検討する、定期的な討議の層ができれば理想的です。
　そして、地区どうし、ニーズにあった特色ある運営の取組みを工夫し競い合って研鑽していけるとステップアップも図れます。
　ぜひご検討いただけるとありがたいです。
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